
（施策３）学校教育

令和６年度 本市のこども施策の取組について

資料1

令和７年１０月3日 第1回子ども・子育て審議会資料



０3－01 確かな学力の保証と健やかな体づくり

成果（現状）・課題

⑴

①基礎学力の定着の取組

・本市独自の学力調査「あまっ子ステップアップ調査」を毎年実施し、経年
で成果や課題を分析することで、年々、全学年、学力低位層が減少し、
基礎学力の定着に一定の成果が見られる。

・令和6年（2024年）度全国学力・学習状況調査では小学校の算数
で全国平均を上回り、中学校の数学では全国平均との差がなくなった。

・全国学力・学習状況調査の「国語：読むこと」の領域において語彙力
や読解力等の言語能力といった学習の基盤となる資質・能力の向上が
必要である。（課題）

②個別最適な学びと主体的・対話的で深い学びの実現

・個々のつまずきを早期に発見・解消するため、学習支援員を配置すると
ともに、AI型デジタル学習支援ドリルの活用等により個に応じた学習を推
進した。また、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け、授業づくりハ
ンドブックをもとに指導主事による学校への指導助言やフィードバック資料
の作成により学校を支援し、各校の授業力向上に取り組んだ。

③グローバルな人材を育成する外国語教育の更なる推進

・コミュニケーションを重視した授業改善により、より実践的な資質・能力の
育成に努めていく必要がある。

今後の取組

①読解力を養うための実践モデル校を4校選定してデジタル教材に取り組みそ
の成果と課題の検証と、特例校制度を活用した新教科（ことば探究科）設
置に向けて検討を進める。合わせて個別最適な学びと協働的な学びの一体
的な充実に取り組む。

②AI型のデジタル学習支援ドリルやデジタル採点システムなどICTを活用した
学習のデジタル化を促進し、児童生徒個々が学習の状況を把握し、自ら見
通しを立て、新たな学習方法を見出すなど個別最適な学びの実現を図るとと
もに、協働的な学びを一体的に推進させる。また、教員の授業力向上に向け、
校内研究授業や中学校全体教科研究会において、指導主事が指導案作
成時から積極的に関わる体制を整備するとともに、指導主事が授業参観後に
作成したフィードバック資料を活用し、ハンドブックの内容の充実を図る。

③英語コミュニケーションのさらなる充実を図るため、中学校１・2年生に加え、
希望する中学3年生を対象に発展的なオンライン英会話レッスンを行う。
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読解力育成実践モデル校事業
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よむYOMU
〈読売新聞教育ネットワーク〉
最新のニュースを厳選したワークシート、
読売新聞を基に作成された補助教材、
学習指導要領に対応

時事ワークシート
〈朝日新聞〉
最新の朝日新聞の記事・幅広い分野の記
事を素材にしたワークシート、記事＋問題＋
回答・解説がワンセット、時事への関心・論
理的な文章への慣れ・まとめや表現する習
慣づけ

速読解力講座〈日本速読解力協会〉
速く正確に読み解く力をトレーニングで鍛え
る、暗記力強化や目の機能向上トレーニ
ングも搭載、ことわざや語彙、時事問題も
搭載されている。

読む蔵
〈インフィニットマインド〉
正確な読み取り、語彙量の増加、レ
ベルにあった様々な文章や作品に触れ
ることを目的とする、語彙チェック・視線
移動トレーニング・読み込みトレーニン
グがある
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実践的な英語教育の充実

中１ オンライン英会話 アンケート結果

中２ オンライン英会話 アンケート結果

中学１・2年生に加え、
希望する中学3年生も対象に



03－02 個に寄り添った教育の推進

成果（現状）・課題

⑴

①学びの多様化学校の設置に向けた取組

・学びの多様化学校設置基本方針に基づき、令和8年4月開校に向け、
教育課程の検討や校名案の選定、校舎の設計等を進めるとともに、保
護者や有識者会議委員、学びの多様化学校マイスター等から意見聴
取を行った。

・誰一人取り残されない学びの保障に向け、学びの多様化学校の基準
や規模に見合った人員体制の精査と必要な教職員の確保を図る必要
がある。（課題）

②学校外のグラデーションある学びの場の充実

・市内3か所ある教育支援室の互いの強みを共有し、学校外のグラデー
ションのある学びの場の充実を図った。また、フリースクール等の民間施設
や地域の居場所との連携をより強化するため、指導主事による市内のフ
リースクール訪問や不登校担当者とフリースクール関係者との情報交換
会等を実施した。

・令和6年8月29日文科省通知「不登校児童生徒が欠席中に行った
学習の成果に係る成績評価について」に基づき、教育支援室やサテライ
ト教室での学習成果を成績に反映していく必要があるが、その方法や進
め方の具体化ができていない。〈課題）

③全学校園でのインクルーシブ教育の推進

・特別な支援を要する児童生徒は年々増加しており、支援体制の充実
や教職員の専門性の向上、多様な学びの場の充実が必要。（課題）

今後の取組

①学びの多様化学校の設置に向け、国の指定を受けるための対応や入・転
学の準備、校舎の工事、備品等の整備を進める。

①学びの多様化学校に係る教職員の確保・配置の調整や研修を実施し、ま
た、学校運営の在り方について引き続き検討を行う。

②学校外の学びの場での「学びの評価」について研究を進め、教育支援室
「ほっとすてっぷEAST」をモデルケースに「学びの評価」「学校との連携」について
の具体的方法の研究を行う。また、フリースクール等との連携の進め方を示す
ガイドライン等を含んだ学校の教職員向け「不登校サポートハンドブック（仮
称）」の作成を行う。

③校内委員会の要となる特別支援教育コーディネーターと管理職を中心に、
校内委員会でアセスメント等を活用して情報共有・支援の検討を行うとともに、
関係機関との連携を進め、校内支援体制の一層の機能充実を図る。

また、教員の専門性の向上のために階層別、経験年数別研修を実施する。
あわせて、特別支援教育ハンドブックの更新と特別支援教育研修コンテンツと
共に活用を進めることで、教職員の専門性を高め、全ての学校園での特別支
援教育の推進を図る。

（その他）

人的配置を含め支援体制の充実を図るとともにエレベーターの設置等によるバ
リアフリー化を計画的に進める。加えて、児童相談所への特別支援教育担当
の移転に際し、就学相談を担当する専門職員を配置し、教育と福祉の連携
や切れ目のない支援の充実を図る。
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特別支援学級数及び特別支援学級の児童生徒数の推移
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就学相談の件数も、10年間で約2倍に。（H26年度246件→R6年度476件）
※1件あたりの所要時間は、記録を合わせ3.5時間。



03－03 他者とつながる学校園づくり

成果（現状）・課題

⑴

【就学前教育】

・就学前の教育内容がどのように小学校以降の「後伸びする力」につながっているか等
の検証を行うため、学びと育ち研究所と手法等の協議を行った。

・特別な支援が必要な幼児について、就学前教育施設から小学校への引継ぎの実
施時期・資料の統一化に取り組むことで、小学校への円滑な接続の推進を図った。
また、私立幼稚園等が特別な支援が必要な幼児を受け入れやすい環境を整備する
ための補助制度の創設について、令和8年度からの実施に向け関係団体等と調整を
進めた。

・幼保小接続カリキュラム実践校園所を4カ所から10か所に増やした。

・令和8年度から実施する4園での3年保育や6園での一時預かり事業の時間延長
等の充実策の実施に向け、園と意見交換を行うとともに、廃園幼稚園付近に居住す
る方への支援策について、説明会等での意見を参考に庁内調整を進めた。

【市立高等学校の特色化の推進と「社会に開かれた教育課程」の実現】

・市立尼崎高等学校（市尼）では、普通科改革の一環として国際総合類型で入
学した生徒に対して民間事業者による英語の教育プログラムを実施し、理系の生徒
に対して大学との連携による課題解決型学習を実施した。尼崎双星高等学校（双
星）では、民間企業や地域の大学等の協力のもと特色あるプログラミング教育を実
施するとともに、模擬人工衛星の製作・研究を通じて教科横断的なSTEAM教育を
実施した。琴ノ浦高等学校（琴ノ浦）では、生徒の特性や状況に応じたきめ細やか
な学習指導や個に応じた教育・サポートを実施した。

今後の取組

【就学前教育】

・「尼崎市就学前教育ビジョン」について、入園説明会、関係団体との協議の
場等において、引き続き周知を図りながら、３つの柱の取組を推進する。

・「（仮称）就学前教育会議」を設置し、意見交換等を行う。また、教育内
容の専門的な助言等の支援を行う幼児教育アドバイザーの導入準備を行う。

・私立幼稚園等への補助制度の創設について、関係団体と調整を進める。ま
た、就学前教育施設の教職員や保護者が交流できる場の設置等の取組を
行う。

・校園所が幼保小接続カリキュラムを実践しやすいよう、実施内容の可視化に
努めるとともに、より効果的な幼保小連携の取組について検討する。

【市立高等学校の特色化の推進と「社会に開かれた教育課程」の実現】

・市尼では、これまでの取組に加え、学力向上に向け、模擬試験の受験機会
を増やす等、学習環境の整備を検討する。双星では、令和6年度に整備した
人工衛星送受信アンテナの活用に向け大阪公立大学との連携を強め、学校
独自に超小型人工衛星を開発するなど次世代教育を推進し、その取組を市
内外へ発信する。琴ノ浦では、生徒の特性や状況に応じたきめ細やかな学習
支援を行うとともに、地元企業や商工会議所の協力を得ながら、生徒の社会
力育成や自立支援を図る。
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03－04 良好な教育環境の確保

成果（現状）・課題

⑴

【学校施設マネジメント計画の着実な推進と社会情勢の変化に応じた
学校づくり】

・園田南小学校区の児童数増加に伴い、普通教室数及び既存給食
室のキャパシティの限界が見込まれる。

・小園中学校区の生徒数増加に伴い、普通教室数の不足が見込まれ
る。また、国が令和8年度から段階的に、中学校の1学級当たりの上限
人数を35人とする予定であることから、教室数の不足が早まる可能性が
ある。

・令和6年度は、小学校2校、中学校3校、高等学校1校の整備を実
施した。洋便器率は、学校園全体で74.8％となった。

・体育館の空調整備について、他市調査を実施。災害時における避難
所環境の向上を目指し、夏休みも含め部活動で体育館を使用する頻
度が高く、避難所として市域の配置のバランスを取ることができる中学校
と高校から整備に着手することとした。

⑵

【保護者負担の軽減】

・新入学学用品費の支給単価金額について、近隣市や国の標準単価
金額と比較すると大幅に低く、乖離が生じている。

・保護者が書類をオンライン提出し、教職員が端末上で閲覧・管理でき
る仕組の実現に向け継続した検討が必要である。

今後の取組

【学校施設マネジメント計画の着実な推進と社会情勢の変化に応じた学校づ
くり】

・園田南小学校に普通教室及び給食室を備えた新校舎を令和10年度供
用開始に向けて整備するため、令和7年度は当該工事の設計業務を行う。

・国等の動向を注視するとともに、今後の生徒数増加への対策に向けた検討
を進める。

・今後の適正規模・適正配置の在り方について検討を進める。

・令和9年度に洋便器率80％の目標達成に向け、国庫補助金を有効に活
用するとともに前年度設計を行うなど、着実かつ早急に洋便器化を進める。

・早期に体育館空調の整備を進めるため、整備方針を定める必要がある。

【保護者負担の軽減】

・本市の新入学学用品費の支給単価金額について、近隣市並みに増額でき
るよう幅広い視点で引き続き検討する。

・費用面も踏まえ、他都市の事例などを参考にしながら、さらに効果的な手法
について幅広い視点から引き続き検討する。
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（施策４）子ども・子育て

令和６年度 本市のこども施策の取組について

資料1－２

令和７年１０月3日 第1回子ども・子育て審議会資料



04－01 安全に安心して産み育てることができる環境づくり

成果（現状）・課題

⑴

【妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援】

①こども家庭センター機能において、リスクアセスメントシートを導入するこ
とで保健師のアセスメントの均一化を目指し、要支援家庭を早期に抽出
し、対象に応じたサポートプラン（SP）を立案した。
②虐待リスクのある家庭に対しては、母子保健と児童福祉が連携し支
援を行っているが、国が示すサポートプラン（SP) に基づく支援にまでは
至っていない。（課題）
③母子保健は相談記録等が電子化されておらず、局内外の 職員と迅
速に情報共有を行うことが難しい。加えて、非効率な事務処理となってい
る。（課題）

【子どもの居場所等推進、フリースクール等利用支援など】

④子ども食堂及び子どもの居場所への補助を行った。また、子どもたちが
安全・安心に過ごせる居場所「キッズ＆ユーススポット」のマップを作成し、
新規登録及び周知を促進した。
⑤子ども食堂等の立ち上げや運営相談への対応、地域資源や食材寄
付者へのつなぎのほか、市民団体と連携したイベント等を実施。
・不登校状態を起因とした孤立化、ひきこもり化を防ぐため、経済的負担
の大きいフリースクール等利用者の負担軽減を図るための補助を開始し
た。

今後の取組

②令和6年度に立案したSPについて分析を行い、保健師のアセスメントや支
援の均一化が図れるようブラッシュアップを行う。さらに虐待リスクのある家庭につ
いては、対象者のニーズを反映したSPを対象者と関係部局が共有することで、
支援の充実を図っていく。
③母子保健と児童福祉の情報連携をスムーズに行うため、相談記録や支援
台帳等の電子化について検討する。

④子ども食堂及び子どもの居場所支援では、補助申請件数、スポット登録件
数の増に向けて、引き続きホームページやイベントにおいて広報するとともに、各
子ども食堂へ出向き周知を図る。また物価高騰対策として、子ども食堂等へ
米を配布する。
⑤フリースクール等利用者の負担軽減を図るため、事業の周知を含め補助金
交付を円滑に行えるよう、引き続き教育委員会と連携を図る。
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3

目 的

■ こども家庭センターについて

改正児童福祉法等（施行日R6.4.1）に基づき、母子健康包括支援センター(母子保健)と子ども家庭総合支
援拠点(児童福祉)の設立の意義や機能は維持した上で、一体的に相談支援を行うこども家庭センター（機
能）を設置し、支援の充実を図る。

※令和6年度より、南北保健福祉
センター及びいくしあにこども家
庭センター機能を付加している



4

■支援が必要な妊婦の抽出から支援実施までの流れ

市独自のアンケートを活用し保健師が面談

妊婦の体調や精神面、経済面、サポート状況等幅広く聞き取り
産前産後使えるサービス、妊娠中に気をつけることや準備する
ことをサポートガイドに沿って説明

〇〇さんは
このような
サービスが

利用できますよ

妊娠届出時の全数面接STEP１

支援の実施・プラン見直しSTEP４

サポートガイド（プラン）で
今後の見通しを見える化

妊娠期からの切れ目ない支援

各サポートプランに基づき支援を実施

妊娠および出産、家庭状況の変化等に
合わせて随時プランを見直す

妊婦の状況に応じてサポートプランを立案

１ 母子保健のみの支援

２ 母子保健と児童福祉の一体的支援

３ 要保護児童対策地域協議会管理（特定妊婦）

サポートプランの作成STEP３

面談後、保健師がすべての妊婦に
リスクアセスメントを実施

社会的リスクの高い人（若年妊娠、生活困窮等）について母子保健・
児童福祉の担当者がリスクアセスメントシートに基づき合同会議を開
催し、支援方針を決定

リスクアセスメントの実施STEP２

当面の課題 STEP１～４の工程すべて紙ベースで決裁、保管、共有しており非効率な事務

安心

市民サービスの向上へ➡ DX化により 児童福祉との連携強化、業務の効率化、マネジメントの強化の達成



04－03 すべての子どもが健やかに育つ環境づくり

課題

⑴

【保健・福祉・医療などの連携による子どもや家庭への総合的な支援】

①いくしあ・児相の一体的支援に向け、支援会議等の運営改善や、休
日夜間における相談ニーズへの対応が必要である。

②支援を担う職員が記録作成に多大な時間を割いており、相談支援業
務を圧迫する状況となっている。

⑵

【いくしあと一体的な児童相談所の設置、運営】

③指導教育担当職員(SV)や医師等職員の確保が喫緊の課題である。

④里親の担い手確保と里親への支援方策の検討・取組が必要である。

⑤親子関係の改善を目的とした支援の手立てが不十分である。

⑥福祉・保健・教育等の多職種の専門職が連携し、迅速かつ円滑な支
援を行える環境整備が必要である。

⑶

【子どもの権利擁護やさまざまな困難を抱える子どもの理解と支援】

⑦こども・若者の意見聴取・意見反映の意義や実施方法について、大
人の理解が十分でない。また、オンラインプラットフォームを有効活用する
ためには、特に学校での周知・取組に努め、参加者を増やしていく必要が
ある。

今後の取組

①支援会議等の運営改善を図るほか、相談窓口機能強化のため、「24時
間子育て電話相談窓口」設置に向けた取組を進める。また、窓口機能強化
のため生成AIを活用した相談ツールの導入等を検討する。

②タブレットの活用による業務効率化を進めるほか、アセスメント・プランニング
シートの活用により、虐待予防に向けた支援の充実と職員の資質向上を図る。

③児童指導員等の職員確保に向けた対策を講じるとともに、医師や学校連
携コーディネーター、警察官等の確保を図る。

④「里親支援センター」設置に向けた取組を進める。１１１１１１１

⑤虐待の予防・再発防止に効果的な支援手法の検討を進める。

⑥効率的・効果的な支援の実現に向けICTを含めた環境整備を図る。

⑦市職員、教員、関係機関等が主体的に、こども・若者の意見聴取・意見
反映の取組ができるよう、意義や実施の方法についての動画やリーフレット等を
作成し、研修を実施していく。また、教育委員会事務局や学校現場と連携し、
オンラインプラットフォームを用いた意見表明が実施できるよう取り組む。
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24時間子育て電話相談窓口
＋

生成AI（チャット相談）など

①「24時間子育て電話相談窓口」設置に向けた取組

市

民

児童相談所
虐待対応ダイヤル189

いくしあ総合相談
06-6430-9989

児童相談所
相談専用ダイヤル
0120-189-783

中央こども家庭センター

各こども家庭センター

兵庫県児童相談所

子どもの育ち支援センター

24H

24H

平日日中

第3土曜
日中試行

必要に応じて対応依頼

市

民

児童相談所
虐待対応ダイヤル189

いくしあ総合相談
06-6430-9989

児童相談所
相談専用ダイヤル
0120-189-783

尼崎市児童相談所
（虐待対応担当）

尼崎市児童相談所

子どもの育ち支援センター

24H

24H

転送

24H

委託事業者平日日中
転送

休日夜間
転送

休日夜間
転送

※ 緊急を含む虐待対応
事案に専念
→ 早期対応可能な体制

相互に連携
・相談で虐待対応が必要なケース
・継続支援を要するケースなど

＜現行＞ ＜令和8年度＞

・ 児童相談所の開設に必要となる児童相談所相談専用ダイヤルを活用し、休日・夜間の子育てに関する電話相談窓口対応を図る。
子育て相談業務の一元化
休日夜間対応を含め「ワンダイヤル」で対応 ＝ 市民へのわかりやすさを実現
（ただし、休日夜間は委託事業者が対応）

・ 相談窓口機能強化のため、生成AIを活用した相談ツールの導入等に向けた取組も進める。

休日・夜間の相談ニーズあり

相談窓口
機能強化

既存の「電話」「メール」相談
＋

24H

平日日中
転送

休日夜間
転送

平日日中



② デジタル化の推進による業務効率化

Before 課題：準備、面談対応がすべて紙作業、最後にシステム入力

After タブレット活用により、すべてをデジタル化

・業務システムから必要なデータをクラウド環境のタブレットに移行
・面談時にタブレットへ記録入力。手書きメモもOCRでデータ化可能

＜主な導入効果＞
１ 業務の効率化

チャットで迅速な情報や写真共有、音声で記録入力
２ ケースワークの質向上

説明時のデータ活用、判断の質の向上
３ セキュリティ強化

紙資料を減らしクラウド環境でデータを利活用

令和７年度：【いくしあ】こども相談支援課職員に26台、こども教育支援課職員に17台タブレットを導入
令和８年度：【児相】児童相談所職員に50台タブレットを導入

■ 支援を担う職員を対象に新たにタブレットを活用した支援環境の整備を行う。

・ 業務効率化により生まれた時間を支援に充てることで、虐待の「再発防止・未然防止」に注力できる体制強化を図る。
・ 要支援者への支援回数の増加によって、虐待の重症化を防ぐとともに、虐待の未然防止にもつなげていく。

いくしあ・児相の
一体的な運営



行 政
（尼崎市）

Up to You!

オンラインプラットフォーム

高校生中学生

小学生
大学生
ほか

・意見聴取プラットフォームの提供
・双方向の意見のやりとり
・こども・若者からの意見を検討
・フィードバック

・活動報告
・政策提言

・具体的な協働策
・財政的支援

・意見表明から具体的な
Actionへ

・テーマを決めて議論を深める

ユース交流センター

・テーマ設定や意見集約
・助言等のファシリテート
・行政職員との調整
・こども・若者の声を代弁

⑦ 子どもの権利擁護やさまざまな困難を抱える子どもの理解と支援

学 校
関係機関 等

【こども・若者に関わる大人】

【こども・若者】

【令和７年度の取組】

・こども・若者に関わる大人に対する、動画やリーフレッ
ト等を活用した研修の実施。

・行政・学校・関係機関等でオンラインプラットフォーム
を活用したこども・若者の意見表明の実施。



04－04 子どもたちの生きる力をはぐくむ環境づくり
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課題

⑴

【子どもの自尊感情・自己肯定感や他者を思いやる気持ちな
どを高めるような、豊かな心の育成】

①青少年いこいの家の再整備については、近隣類似施設の実
態も踏まえ、再整備後の施設に合わせた管理運営の方法やプ
ログラム、施設利用に係る予約方法・利用料金等について、検
討する必要がある。

⑵

【「ユースワーク」の視点を取り入れた取組の推進】

②子ども・若者応援基金活用事業補助金については、特に
ユース世代の利用拡大のため事業周知を図るとともに、引き続
き伴走支援を行う必要がある。
_______________________________

③ユース交流センターの利用者は立地の関係上、近隣の若者
が中心となっている。同センターの取組が市内に広がるよう、より
一層各地域においてユースワークが展開されていく必要がある。
また、ユースカウンシル事業について、若者の伴走支援を行うた
め、関係職員の理解を深める必要がある。

今後の取組

①現在行っている実施設計の完了を踏まえ、施設の解体・新築に
かかる工事の入札を行うとともに、再整備後の施設運営について、
現行の設置管理条例の改正や、施設運営のあり方について具体
的検討を進める。

②ユース世代の意見を踏まえ、令和7年度から補助金の上限額を
引き上げ、活用しやすいようにするとともに、利用者拡大のため関係
機関への事業周知を図る。また、ユース交流センター等と連携しなが
ら必要な支援を行う。

③各地域振興センターと緊密に情報交換を行うとともに、ユースワー
カーの養成に取り組む。また、民間のユースセンター等と連携し、全
市的にユースワークが展開されるよう取組を進めていく。さらに、ユー
スカウンシル事業の取組の全庁的な周知を図り、関係職員の理解
を深める取組を進めていく。



①青少年いこいの家 再整備

●現行条例上の設置目的である「野外活動を通じて健全な青少年の育成
と市民の福祉の増進を図るための施設」は維持する。

●より多くの方が利用いただけるよう、類似の公営・民間施設の取組を踏
まえた施設の運営・物販・体験サービスの実施を検討。

●多くの利用があるキャンプ場予約サイト「なっぷ」での予約ができるよう
にするなど施設予約方法の見直しを検討。

●「青少年いこいの家」の認知度が低い。尼崎市内を含めた大阪圏から近
い立地を活かすため、「新しいキャンプ場」としてのしっかりしたプロモー
ションの実施が必要。

〇施設のあり方について

〇施設利用料について

●施設の管理は、引き続き指定管理制度とする。

●近隣の公営・民営の類似施設を参考に、新たな利用料金を設定する。

●青少年団体や尼崎市民等に対しては、割引料金を設定する。

●レンタル備品の有料化を検討。

宿泊 野外施設

25歳未満・青少年団体等 200円/日 100円/日

その他 400円/日 200円/日

※現行の一人当たりの利用料金（一部抜粋）
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「ユースワーク」の視点を取り入れた取組の推進 実績値

② 子ども・若者応援基金活用事業補助金 ③ ユース交流センター サテライト事業

令和6年度 令和5年度 令和４年度

開催回数 参加人数 開催回数 参加人数 開催回数 参加人数

中央 6回 82人 7回 144人 8回 205人

小田 6回 638人 12回 571人 12回 1,716人

大庄 12回 62人 12回 55人 ３回 34人

立花 13回 476人 6回 68人 26回 525人

武庫 8回 239人 9回 861人 4回 15人

園田 17回 2,223人 18回 1,312人 19回 925人

計 62回 3,720人 64回 3,011人 72回 3,420人

【令和6年度の内容】

・居場所カフェ、青少年の居場所 計49回、 2,680人

・イベント（お祭り、音楽イベント、外遊びなど） 計13回、 1,040人

区分 応募件数 採択件数

1 ユース活動支援コース 11件 10件

2 子ども・若者育成支援コース 15件 10件

3 パイロット事業コース 6件 3件

計 32件 23件

【主な内容】

１ ユース活動支援コース
・ 若者を対象とした献血やセミナーの実施
・ 視覚障害者と子どもの交流事業の実施 など

2 子ども・若者育成支援コース
・ 子ども食堂の運営
・ 地域の子どもたちを対象とした工作教室の実施 など

3 パイロット事業コース
・ 選挙参画の重要性を発信する音楽イベントの実施
・ 高校生を対象とした会社見学ツアーの実施 など



子ども・子育て支援事業計画

（PDCAサイクルに基づく点検・評価の報告)

１教育・保育の量の見込みと確保方策の進捗報告

２地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと

確保方策の進捗状況

令和７年10月3日

資料2-1



１ 教育・保育の量の見込みと確保方策の進捗状況

① 本市の就学前児童数と保育ニーズ
（令和2年～令和6年度実績と事業計画において定めた令和7年度から令和11年度の推計）

21,230 20,883 20,492 20,071 19,666 19,228 18,758 18,428 18,020 17,753 

9,138 9,380 9,659 9,992 10,337 10,465 10,621 10,820 10,969 11,187 

R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１

0

5,000

10,000

15,000

20,000

就学前児童数 保育ニーズ

実 績 推 計



②計画と実績について
（令和7年4月1日時点、市全域、保育認定のみ）

（単位：人）

計画 実績 （差引）

10,465 10,386 △79

10,465 10,111 △354

　認可施設の利用定員 9,624 9,637

　企業主導型の利用定員 178 161

　定員の弾力運用 212  ※  △26

　 幼稚園等の預かり保育 451 339

0 △275

　 　※　　定員の弾力化（実績）　△26人　　＝　入所児童数（認可施設）9,611人　-　認可施設の利用定員9,637人

19,228 19,166 △62

9,611（参考）入所児童数（認可施設）

（参考）就学前児童数

令和7年4月1日時点

　① 量の見込み

　② 確保方策　（合計）※

内
訳

　差引（②－①）



③実績の詳細について
（令和7年4月1日時点、待機児童数、未入所児童数など）

人数 計算式

① 保育ニーズ　（保育の量） 10,386 -

② 入所児童数（認可保育施設） 9,611 -

③ 入所児童数（企業主導型） 36 -

④ 幼稚園等の預かり保育 339 -

⑤ 未入所児童数 400 ① -（②+③+④）

400

特定の保育施設を希望している方 214

育休中で復職の確認ができない方 133

求職活動を休止している方 47

待機児童数 6

・・・・前年比 △130人

・・・・前年比 △5人

未入所児童数

内
訳



④待機児童数の推移について
（平成２７年度～令和7年度）

68
47

87

156 148

236

118

76
48

11 6
0

50

100

150

200

250

300

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年

待機児童数の推移 各年4月1日時点

過去最少
（平成22年度以降）



⑤今後の取組みについて
（令和７年度以降）

保育ニーズの頭打ちも見据え、認可保育所の新設を行うのではなく、
既存施設に軸足を置いた待機児童対策を実施していく。

【具体的な取組み】
・保育士の確保・定着化策の推進
・特別に支援が必要な児童の受入れ促進の検討
・丁寧な利用調整

（入所事務でのAIやkintoneの活用、空き情報の提供）




